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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポンプ光を発生させるパルスレーザ光源と、
　シード光を発生させる連続波レーザ光源と、
　前記ポンプ光と前記シード光とを、テラヘルツ波を発生させるための第一の角度位相整
合条件を満たすように入射させることにより、テラヘルツ波を発生する非線形光学結晶か
らなるテラヘルツ波発生器と、
　前記テラヘルツ波と前記ポンプ光とを、前記テラヘルツ波からテラヘルツ波検出光への
変換するための第二の角度位相整合条件を満たすように入射させることにより、前記テラ
ヘルツ波検出光を発生する非線形光学結晶からなるテラヘルツ波検出器と、
　前記検出光を検出する光検出器と、
　前記光検出器の出力信号を検出したテラヘルツ波の強度に変換して記録する信号処理装
置と、
　前記パルスレーザ光源からのポンプ光を２方向に分岐し、分岐した第一のポンプ光を前
記テラヘルツ波発生器に導き、分岐した第二のポンプ光を第一の光遅延器へと導く、ビー
ムスプリッタと、
　前記第二のポンプ光の光路上に設置し、前記テラヘルツ波検出器へと導く、前記第一の
光遅延器および第二の光遅延器と、
　前記テラヘルツ波発生器から照射されたテラヘルツ波を2方向に分岐するとともに、そ
れぞれの2方向から反射されたテラヘルツ波を合成して前記テラヘルツ波検出器に導くハ
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ーフミラーと、前記ハーフミラーの第一の方向に分岐したテラヘルツ波を測定対象物に照
射して、反射されたテラヘルツ波をハーフミラーに導くテラヘルツ波光学系と、前記ハー
フミラーの第二の方向に分岐したテラヘルツ波を任意の光路長で反射してハーフミラーに
導く可動式参照ミラーとからなるテラヘルツ波干渉計と、
前記第二の光遅延器の前記第二のポンプ光の光路長可変量と前記可動式参照ミラーのテラ
ヘルツ波の光路長可変量が一致する連動機構とを有し、
前記ビームスプリッタから前記テラヘルツ波発生器までの第一のポンプ光の光路長と前記
ビームスプリッタから第一の光遅延器と第二の光遅延器を通過し前記テラヘルツ波検出器
までの第二のポンプ光の光路長との差分である第一の光路長と、前記テラヘルツ波発生器
からハーフミラーで分岐され第二の方向を通り可動式ミラーで反射されハーフミラーを再
度通過し、前記テラヘルツ検出器に至るまでのテラヘルツ波の光路長である第二の光路長
が実質的に一致することを特徴とするテラヘルツ波位相差測定システム。
【請求項２】
　請求項１記載のテラヘルツ干渉計において、さらに前記ハーフミラーと前記可動式参照
ミラーの間にテラヘルツ波の通過と遮断を切り替えるシャッターを配置し、
第一の測定において、第二の分岐テラヘルツ波をシャッターで遮断し、第一の光遅延器を
走査して検出光のピークを検出した位置を第一の光遅延器の初期位置とし、第二の測定に
おいて、シャッターを開放して第一の分岐テラヘルツ波を通過させ、第一の光遅延器と第
二の光遅延器をポンプ光の光路長が一定になるように走査して、検出光の最小値となる位
置を第二の光遅延器の初期位置とし、
第三の測定において、第一の分岐テラヘルツ波を通過させ、第一の光遅延器を固定し、第
二の光遅延器を走査して検出光の強度を観測して測定対象物によるテラヘルツ波の位相差
を測定することを特徴とするテラヘルツ波位相差測定システム。
【請求項３】
　ポンプ光を発生させるパルスレーザ光源と、
　シード光を発生させる連続波レーザ光源と、
　前記ポンプ光と前記シード光とを、テラヘルツ波を発生させるための第一の角度位相整
合条件を満たすように入射させることにより、テラヘルツ波を発生する非線形光学結晶か
らなるテラヘルツ波発生器と、
　前記テラヘルツ波と前記ポンプ光とを、前記テラヘルツ波からテラヘルツ波検出光への
変換するための第二の角度位相整合条件を満たすように入射させることにより、前記テラ
ヘルツ波検出光を発生する非線形光学結晶からなるテラヘルツ波検出器と、
　前記検出光を検出する光検出器と、
　前記光検出器の出力信号を検出したテラヘルツ波の強度に変換して記録する信号処理装
置と、
　前記パルスレーザ光源から照射されて前記テラヘルツ発生器を通過したポンプ光を、前
記テラヘルツ波検出器へと導く、前記第一の光遅延器および第二の光遅延器と、
　前記テラヘルツ波発生器から照射されたテラヘルツ波を2方向に分岐するとともに、そ
れぞれの2方向から反射されたテラヘルツ波を合成して前記テラヘルツ波検出器に導くハ
ーフミラーと、前記ハーフミラーの第一の方向に分岐したテラヘルツ波を測定対象物に照
射して、反射されたテラヘルツ波をハーフミラーに導くテラヘルツ波光学系と、前記ハー
フミラーの第二の方向に分岐したテラヘルツ波を任意の光路長で反射してハーフミラーに
導く可動式参照ミラーとからなるテラヘルツ波干渉計と、
前記第二の光遅延器の前記ポンプ光の光路長可変量と前記可動式参照ミラーのテラヘルツ
波の光路長可変量が一致する連動機構とを有し、
前記テラヘルツ波発生器から第一の光遅延器と第二の光遅延器を通過し前記テラヘルツ波
検出器までのポンプ光の光路長である第一の光路長と、前記テラヘルツ波発生器からハー
フミラーで分岐され第二の方向を通り可動式ミラーで反射されハーフミラーを再度通過し
、前記テラヘルツ検出器に至るまでのテラヘルツ波の光路長である第二の光路長が実質的
に一致することを特徴とするテラヘルツ波位相差測定システム。
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【請求項４】
　請求項３記載のテラヘルツ干渉計において、さらに前記ハーフミラーと前記可動式参照
ミラーの間にテラヘルツ波の通過と遮断を切り替えるシャッターを配置し、
第一の測定において、第二の分岐テラヘルツ波をシャッターで遮断し、第一の光遅延器を
走査して検出光のピークを検出した位置を第一の光遅延器の初期位置とし、第二の測定に
おいて、シャッターを開放して第一の分岐テラヘルツ波を通過させ、第一の光遅延器と第
二の光遅延器をポンプ光の光路長が一定になるように走査して、検出光の最小値となる位
置を第二の光遅延器の初期位置とし、
第三の測定において、第一の分岐テラヘルツ波を通過させ、第一の光遅延器を固定し、第
二の光遅延器を走査して検出光の強度を観測し，測定対象物によるテラヘルツ波の位相差
を測定することを特徴とするテラヘルツ波位相差測定システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はテラヘルツ波位相差測定システムに関し、特に、テラヘルツ波を測定対象物に
照射し、その反射波あるいは透過波を観測して対象物によって生じた位相の偏差を検出す
るシステムにおいて、特に対象物の表面凹凸などの形状や、対象物の層、膜の厚さや対象
物の空洞などの内部構造、屈折率などを非破壊で観測するために有効なテラヘルツ波位相
差測定システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　テラヘルツ波とは、およそ0.1 THz～10 THzの周波数範囲の電磁波であり、より高い周
波数帯の電磁波である遠赤外線と比べて紙や木、プラスチックなどの多くの物質に対する
透過性において優れ、一方でより低い周波数帯の電磁波であるミリ波と比べて直進性や分
解能において優れている特徴がある。
【０００３】
　また、糖やたんぱく質のような高分子化合物をはじめ、多くの物質の固有スペクトルが
テラヘルツ波の周波数帯に含まれている。これらの特徴を生かして、テラヘルツ波を対象
物に照射し、その透過波あるいは反射波を観測することで、対象物の形状や内部構造、欠
陥・異物の有無、材質や含有成分の違いなどを、透過性のある容器に入れたまま非破壊で
観測することが出来る。そのため、材料検査、構造物検査、薬品検査などに適用できる幅
広いテラヘルツ波応用技術が将来実現されることを期待されている。
【０００４】
　特に、測定対象物に反射したテラヘルツ波と基準となる金属などに反射したテラヘルツ
波の位相の差を検出することにより、対象物の表面凹凸や層構造の層の厚さ、空洞などの
内部構造を非破壊で観測できる。
【０００５】
　複数の周波数のテラヘルツ波を用いて、それぞれの周波数の位相差を検出することによ
り、複数の層の厚さや複雑な内部構造を観測できる。
【０００６】
　また、測定対象物を透過したテラヘルツ波の位相と対象物のない空間を伝播したテラヘ
ルツ波の位相の差を検出することにより、材料の屈折率を非破壊で観測することができる
。
【０００７】
　しかしながら、従来のテラヘルツ波技術では高出力のテラヘルツ波発振器と高感度のテ
ラヘルツ波検出器がなく、なおかつテラヘルツ波の複数の周波数を発生し検出する方法は
限られていた。そのため、実用的な測定対象物は絵画・美術品の塗装膜のような薄膜やテ
ラヘルツ波透過性の良い発泡材料などに限られていること、また測定にかかる時間が長い
ことが大きな課題であった。これらの課題により、高速かつ高精度な測定性能が求められ
る製品検査装置などにテラヘルツ波技術を導入することは困難であった。
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【０００８】
　従来のテラヘルツ波の位相差測定システムとして、例えば特許文献１に示すように、テ
ラヘルツパルス波を発生・検出する方法が知られている。フェムト秒レーザの発生する超
短パルス光を発生用光伝導アンテナに入射してテラヘルツパルス波を発生させ、検出用光
伝導アンテナにテラヘルツパルス波と超短パルス光をほぼ同時に入射し、光伝導アンテナ
に生じた電流を観測することで二つの光伝導アンテナ間のテラヘルツパルス波の伝達量を
得られる。
【０００９】
　この方法を用いて、測定対象物に反射させたテラヘルツパルス波形と、参照となる金属
板に反射させたテラヘルツパルス波形とを観測し、それぞれのパルス波形の遅延時間を算
出することにより、テラヘルツ波の位相差を得ることができる。よって測定対象物の表面
の凹凸、層構造の場合は各層の厚さ、屈折率を測定することができる。
【００１０】
　また、特許文献２に示すように、狭帯域のテラヘルツ波を発生させ、広帯域のテラヘル
ツ波検出器で検出する方法が知られている。
【００１１】
　一方、非特許文献1に示すように、非線形光学結晶をテラヘルツ波発生とテラヘルツ波
検出の双方に用いて、狭帯域かつ高強度のテラヘルツ波発生と高感度のテラヘルツ波検出
を実現する方法が知られている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１２】
【特許文献１】特開２００４－１０１５１０号公報
【特許文献２】特許第５１５５１０６号公報
【非特許文献】
【００１３】
【非特許文献１】Ｓｈｉｎｉｃｈｉｒｏ　Ｈａｙａｓｈｉ，　ｅｔ　ａｌ．，　“Ｈｉｇ
ｈ－ｐｅａｋ－ｐｏｗｅｒ　ａｎｄ　ｔｕｎａｂｌｅ　ｔｅｒａｈｅｒｔｚ－ｗａｖｅ　
ｇｅｎｅｒａｔｉｏｎ　ａｎｄ　ｓｅｎｓｉｔｉｖｅ　ｄｅｔｅｃｔｉｏｎ　ｂｙ　ｕｓ
ｉｎｇ　ｎｏｎｌｉｎｅａｒ　ｐａｒａｍｅｔｒｉｃ　ｃｏｎｖｅｒｓｉｏｎ”，　３７
ｔｈ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ　ｏｎ　Ｉｎｆｒａｒｅｄ，
　Ｍｉｌｌｉｍｅｔｅｒ，　ａｎｄ　Ｔｅｒａｈｅｒｔｚ　Ｗａｖｅｓ　（ＩＲＭＭＷ－
ＴＨｚ），　Ｓｅｐｔ．　２０１２
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
　しかしながら、特許文献１に記載の技術では、パルス幅の短いテラヘルツパルス波を用
いているため強度が小さく十分なＳＮ比が得られない。そのため、塗料の薄膜などテラヘ
ルツ波の透過性の高い測定物への応用に限定されていた。
【００１５】
　また、特許文献２に記載の技術では、狭帯域のテラヘルツ波を発生させるため、比較的
強度の大きいテラヘルツ波を得られるが、検出にボロメータなどの広帯域のテラヘルツ波
検出器を用いているため雑音が大きく十分なＳＮ比が得られない。
【００１６】
　また、非特許文献１に記載の技術では、狭帯域のテラヘルツ波の発生と検出が可能であ
り、強度に関しておよそ100dBの高いＳＮ比を得られることが示されている。
【００１７】
　しかしながら、非特許文献１には位相を検出する方法が示されておらず、特許文献２に
記載の技術と異なりポンプ光をテラヘルツ波発生器とテラヘルツ波検出器の双方に照射す
る必要があるため、ポンプ光の遅延時間とテラヘルツの遅延時間を一致させてテラヘルツ
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波の位相を測定する構成が必要となる。
【００１８】
　図５に具体的な位相測定時の問題点について示す。ポンプ光は非線形結晶の熱による損
傷を防ぐために短時間の方が高強度のテラヘルツ波発生に適している。
【００１９】
　一方、テラヘルツ波の狭帯域化には一定のパルス幅が必要となり、10GHz帯域幅とする
ため、およそ400psのパルス幅が用いられている。ポンプ光は、パルス幅の一部の100ps程
度がテラヘルツの発生・検出に利用されている。テラヘルツ波は100psのパルス幅であり
、その一部の50ps程度が検出に用いられる。
【００２０】
　図５の上段に示すように、ポンプ光とテラヘルツ波と光路長が不一致の場合には、テラ
ヘルツ波検出光が発生しない。図５の下段に示すように、ポンプ光のパルス発生時間を遅
延させて、ポンプ光とテラヘルツ波のパルスがテラヘルツ波検出器の位置において重なる
ときにテラヘルツ波検出光が発生される。したがって、ポンプ光とテラヘルツ光の遅延時
間を一定の範囲内で一致させる必要がある。
【課題を解決するための手段】
【００２１】
　本発明は、以上の課題を検討した結果、ＳＮ比の良好なテラヘルツ波の位相差測定を可
能とする技術を提供することを目的とする。
【００２２】
　このため、本発明では、非線形光学結晶に角度位相整合を満たしたポンプ光とシード光
を照射するテラヘルツ波発生器と、非線形光学結晶に角度位相整合を満たしたポンプ光と
テラヘルツ波を照射するテラヘルツ波検出器とを用いることで高いSN比を得られるテラヘ
ルツ波発生・検出装置に、ハーフミラーと可動式参照ミラーにより干渉計を構成してテラ
ヘルツ干渉波を観測し位相差を算出する。
【００２３】
　可動式参照ミラーの位置や測定対象物の位置に関わらず、ポンプ光とテラヘルツ波の光
路長を一致させるために、第一の光遅延器とマイケルソン干渉計の可動式参照ミラーの移
動と連動する第二の光遅延器とをポンプ光の光路上に導入する。
【発明の効果】
【００２４】
　本願において開示される発明のうち代表的なものによって得られる効果を簡単に説明す
れば下記の通りである。
【００２５】
　すなわち、高感度かつ高精度なテラヘルツ波位相差測定システムを提供することができ
る。更に、検出した位相差情報に基づき、測定対象の層の厚さ検出、表面形状や内部構造
の画像化、屈折率の測定システムを提供することができる。また、テラヘルツ波の光路長
の大小に関わらず測定可能となるため、サイズの大きい測定物や、不可視の容器の中にあ
り反射位置の不明な測定物の測定を可能とする。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】テラヘルツ波位相差検出システムの第一の構成例を示す図である。
【図２】テラヘルツ波位相差検出システムの第二の構成例を示す図である。
【図３】テラヘルツ波位相差検出システムの第三の構成例を示す図である。
【図４】テラヘルツ波位相差検出システムの第四の構成例を示す図である。
【図５】テラヘルツ波とポンプ光の光路長が異なることの問題点を示す図である。
【図６】位相測定システムの測定手順例を示すフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００２７】
　《代表的な実施の形態》
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　以下、図面に基づいて本発明の実施の形態を説明する。なお、後述する装置構成や処理
動作の内容は一例であり、実施の形態と既知の技術との組み合わせや置換により他の実施
の形態を実現することもできる。
【００２８】
　なお、この実施の形態では、近赤外光を発生可能な光源をポンプ光源およびシード光源
として使用する。ポンプ光源から発生される近赤外光をポンプ光、シード光源から発生さ
れる近赤外光をシード光と呼ぶ。
【００２９】
　図１にテラヘルツ波位相差測定システムの第一の構成例を示す。ポンプ光パルスレーザ
光源１３から出力されたポンプ光１は、ビームスプリッタ１５により２方向に分岐される
。ポンプ光パルスレーザ光源は、単独のレーザ光源である必要はなく、通常は光増幅器を
レーザ光源の後段に接続して高出力化し、波長1064nm、パルス幅400ps、出力20mJ/pulse
、繰返し周波数１００Ｈｚのポンプ光が出力される。
【００３０】
　ビームスプリッタから分岐されたポンプ光の一方は、非線形光学結晶とシリコンプリズ
ム１２からなるテラヘルツ波発生器１１に入射される。
【００３１】
　また、シード光連続波レーザ光源１４から出力されたシード光２は、角度位相整合調整
用ミラー２８とミラー１６を介して、テラヘルツ波発生器１１に入射される。シード光連
続波レーザ光源は、単独のレーザ光源である必要はなく、通常は波長可変レーザ光源と光
増幅器からなり、波長1067nm～1075nm、出力500mW、連続波のシード光が出力される。角
度位相整合調整用ミラー２８は、通常回折格子からなり、周波数ごとに異なる角度で反射
させて、テラヘルツ波発生器に入射するときには、ポンプ光とシード光の入射角度が、非
線形光学結晶内部でテラヘルツパラメトリック発振を起こす角度位相条件を満たすように
調整される。
【００３２】
　角度位相整合調整用ミラー２８は、発生周波数ごとに角度を変化させるよう制御される
ガルバノミラーでも良い。シリコンプリズムは、非線形光学結晶内部で発生したテラヘル
ツ波が結晶界面で反射されないよう、屈折率を変えるために結晶表面に接着される。
【００３３】
　シリコンプリズムから照射されたテラヘルツ波３は楕円状のビーム形状であり、シリン
ドリカルレンズ１８を通過することにより円形のビーム形状となる。
【００３４】
　ハーフミラー２２により、第一の分岐テラヘルツ波４と第二の分岐テラヘルツ波５に分
岐され、第一の分岐テラヘルツ波は被測定対象物２５に照射され、その反射波が再びハー
フミラー２２に入射される。ここで、被測定対象物が、透過性が良い材質である場合には
、その透過光を金属ミラーで反射させてもよい。
【００３５】
　一方、第二の分岐テラヘルツ波は、可動式ミラー２３に照射され、その反射波が再びハ
ーフミラー２２に入射される。
【００３６】
　第一の分岐テラヘルツ反射波と第二の分岐テラヘルツ反射波がハーフミラー２２で合成
されて干渉波６が出力される。干渉波６は、テラヘルツ波用凸レンズ１９を介して集光さ
れ、テラヘルツ波検出器２１に接着されたシリコンプリズム２０に入射される。ビームス
プリッタ１５で分岐したポンプ光１は、ミラー１６を介して第一の光遅延器１７に入射さ
れる。
【００３７】
　第一の光遅延器１７は、制御信号により任意の光路長に変更することができ、被測定対
象物の位置が変わる場合や奥行き方向の測定範囲が大きい場合でもポンプ光の遅延時間を
テラヘルツ波の遅延時間と一致させることができる。
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【００３８】
　次に４個のミラー１６のうち、２個のミラーが、可動式参照ミラー２３と同じステージ
２４に設置され、同一方向に動くように構成された第二の光遅延器２７にポンプ光が入射
される。この構成により、可動式参照ミラーが大きく動く場合においても、ポンプ光とテ
ラヘルツ波の遅延時間を一致させることができる。
【００３９】
　非線形光学結晶とシリコンプリズム２０からなるテラヘルツ波検出器２１に角度位相整
合を満たす角度で入射されたポンプ光とテラヘルツ干渉波は、結晶内部でパラメトリック
発振が発生し、残存したポンプ光８と、テラヘルツ干渉波の強度に依存して強度が変化す
るテラヘルツ波検出光７が、テラヘルツ干渉波の周波数に依存した角度位相整合を満たす
角度で照射される。
【００４０】
　テラヘルツ波検出光の強度を、フォトダイオード、焦電センサ、ボロメータ、あるいは
ＣＣＤなどの光検出器２６で測定する。テラヘルツ干渉波の強度は、光検出器で測定した
テラヘルツ波検出光の強度から算出する。
【００４１】
　ここで、位相差の測定方法について説明する。テラヘルツ干渉波は、第一の分岐テラヘ
ルツ波の光路長と、第二の分岐テラヘルツ波の光路長が一致したときに強度が最大となり
、第一の分岐テラヘルツ波の光路長と、第二の分岐テラヘルツ波の光路長の差が１／２波
長となったときに強度が最小となる。
【００４２】
　あらかじめ、基準となる位置に、測定対象物の代わりに金属板等の反射物を設置し、ス
テージ２４を走査してステージ位置ごとの干渉波の強度分布を測定し記録する。テラヘル
ツ波の波長と同じ周期で干渉波形が記録され、これを標準位相の干渉波形とする。次に、
被測定対象物を設置し、ステージ２４を走査して同様に干渉波形を記録する。標準位相の
干渉波形と被測定対象物の干渉波形の最大強度の位置の差が、テラヘルツ波の位相差とな
る。また、この位置の差は、テラヘルツ波の反射波が往復する距離の基準と被測定対象物
の差であり、基準となる位置からの奥行き方向の偏差の２倍に当たる。
【００４３】
　したがって、位相差からテラヘルツ波の反射位置の特定が可能であり、測定対象物をテ
ラヘルツ波の光軸に対して水平、あるいは垂直方向に動かしながら位相差を記録すると、
立体形状の画像化が可能となる。また、複数の周波数の干渉波形を記録しフーリエ変換す
ると、特許文献２に示されているように複数の反射位置を算出することができる。
【００４４】
　図２にテラヘルツ波位相差測定システムの第二の構成例を示す。第一の構成例と異なり
、ポンプ光パルスレーザ光源１３から、分岐せずにテラヘルツ波発生器１１に入射される
。ポンプ光パルスレーザ光源の出力する強度を落とさずにポンプ光をテラヘルツ波発生器
に照射できるため、同じパワーの光源を用いた場合、テラヘルツ波の発生強度を向上させ
ることができる。
【００４５】
　テラヘルツ波発生器を通過したポンプ光１は、第一の光遅延回路１７と、第二の光遅延
回路２７を介して、テラヘルツ波検出器２１に入射される。テラヘルツ波発生器を通過し
た際に、ポンプ光の強度は減衰しているため、テラヘルツ波検出器に入射するポンプ光強
度は低下する。光学部品点数が少なくてすむため、測定器の構築が容易である利点がある
。
【００４６】
　図３にテラヘルツ波位相差測定システムの第三の構成例を示す。第一の構成例と異なり
、第二の分岐テラヘルツ波５の経路上にテラヘルツ波のシャッター２９を設ける。
【００４７】
　シャッターは金属板を開閉したり、電動式の絞りを開閉したり、あるいは回転式の光学
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フィルタ切替器に設置した金属遮断板の有無を切り替えてもよい。
【００４８】
　このシャッターを設けることにより、例えば不可視の容器に包まれていて測定対象物の
位置が不明確な場合に、測定対象物を測定するのに最適なステージ移動範囲となるよう、
光遅延器や可動式参照ミラーの初期位置を設定することが可能となる。
【００４９】
　その手順を図６にフローチャートとして示す。まず、シャッターを遮断する。この状態
で第一の光遅延器を走査し、図５に示した光路長不一致時の状態ではなく、光路長一致時
のテラヘルツ波検出光が検出される位置を記録し、その中心に第一の光遅延器の光路長を
設定する。
【００５０】
　次に、シャッターを開放し、第一の光遅延器と第二の光遅延器の両方をそれぞれ逆方向
に走査する。すなわち、第一の光遅延器の光路長を延ばしたときには、第二の光遅延器の
光路長を縮小する。
【００５１】
　そして、二つの光遅延器の合計光路長は一定となるようにする。このとき、ステージ２
４の位置ごとのテラヘルツ干渉波の強度を記録して最も強い強度となるステージ位置を第
二の光遅延器の光路長の初期値として設定する。
【００５２】
　次に、シャッターを開放したまま、第二の光遅延器のみを前後に走査する。前の手順に
おいて、干渉波形のピーク位置、すなわち第一の分岐テラヘルツ波の光路長と第二の分岐
テラヘルツ波の光路長が一致した状態を初期位置としているため、その前後を走査すれば
反射物の奥行き方向の反射位置前後を測定することになり。最適なステージ移動範囲とな
る。このようにして、容器内の見えない被測定物の位置を、測定波形から推定し、最適な
位相差測定を実施することが可能となる。
【００５３】
　図４にテラヘルツ波位相差測定システムの第四の構成例を示す。
【００５４】
　第二の構成例のポンプ光を分離しない場合において、第二の分岐テラヘルツ波５の経路
上にシャッター２９を設ける。第三の構成例と同様に、図６のフローチャートに従い測定
を実施することにより、容器内の見えない測定物の位置を、測定波形から推定し、最適な
位相差測定を実施することが可能となる。
【符号の説明】
【００５５】
　１　ポンプ光
　２　シード光
　３　テラヘルツ波
　４　第一の分岐テラヘルツ波
　５　第二の分岐テラヘルツ波
　６　第一の分岐テラヘルツ波と第二の分岐テラヘルツ波の合成干渉波
　７　テラヘルツ波検出光
　８　ポンプ光
　１１　テラヘルツ波発生器
　１２　シリコンプリズム
　１３　ポンプ光パルスレーザ光源
　１４　シード光連続波レーザ光源
　１５　ビームスプリッタ
　１６　ミラー
　１７　第一の光遅延器
　１８　テラヘルツ波用シリンドリカルレンズ
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　１９　テラヘルツ波用凸レンズ
　２０　シリコンプリズム
　２１　テラヘルツ波検出器
　２２　テラヘルツ波用ハーフミラー
　２３　可動式参照ミラー
　２４　可動式ステージ
　２５　測定対象物
　２６　光検出器
　２７　第二の光遅延器
　２８　角度位相整合調整ミラー
　２９　テラヘルツ波用シャッター

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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